
A

554

B ( 0 ) ( 0 ) ( 71 ) ( 21 ) ( 12 ) ( 13 )

C

D

第1号該当法人
a

第2号該当法人
b

第3号該当法人
c

第4号該当法人
d

第5号該当法人
e

552 324

第6号該当法人
f

第7号該当法人
g

E'

F

G

表３　行政書士法人の状況（令和３年度）

令和3年度末における法人数
（A＋F）

815 690

P
１１人以上

217 36 10

N
３～５人

O
６～１０人

J
３カ所

小　　　　　　　　　　計

法
第
１
３
条
の
１
９
に
定
め
る
理
由
に
よ
る
解
散
法
人
数
　
　
　
E

社 員 及 び 使 用 人 の 状 況

社員及び使用人の人数別行政書士法人数

　Q
  社員数合計

 R
 使用人数合計

M
～２人

第
1
項
該
当
法
人

5

L
５カ所以上

193 163 197 35 15 14

H
１カ所

I
２カ所

（令和3年度末現在）

0 0

0 0

0 0

1,794

627 527

0 0

5 4

0 0

令和3年度中の差引増減数
（B+C-D-E'）

0

令和3年度中に特定業務を取り扱わない
こととした法人数

4

0

0

4

188 163

（令和3年度末現在）

　　（　）＝合併による設立数

令和3年度中に新たに特定業務を取り扱う
ことができることになった法人数

令和3年度中の成立法人数

令和3年度当初における法人数 K
４カ所

行政書士法人
特定業務を取り扱うこと
のできる行政書士法人

事務所設置数別行政書士法人数
(    ) =複数の都道府県にわたり事務所を設置している法人の数
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